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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本産業車両協会（JIVA）及

び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を制定すべきとの申出が

あり，日本工業標準調査会の審議を経て，厚生労働大臣及び経済産業大臣が制定した日本工業規格である。 

これによって，JIS D 6001:1999 は廃止され，その一部を分割して制定したこの規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。厚生労働大臣，経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の

特許出願及び実用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS D 6001 の規格群には，次に示す部編成がある。 

JIS D 6001-1 第 1 部：フォークリフトトラック 

JIS D 6001-2 第 2 部：運転者の位置が上昇するフォークリフトトラック及び荷を揚げたまま走行する

よう設計されたフォークリフトトラックの追加要求事項 
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フォークリフトトラック－安全要求事項及び検証－ 

第 1 部：フォークリフトトラック 
Fork lift trucks-Safety requirements and verification-Part 1: Fork lift trucks 

 

序文 

この規格は，2011 年に第 1 版として発行された ISO 3691-1 を基とし，我が国の実情を反映するため，

技術的内容を変更して作成した日本工業規格である。また，この規格は，特定の国又は地域で要求する事

項を規定している ISO/TS 3691-8 を基に，我が国で要求される項目及び必要に応じて関係する項目を併せ

て規定した。 

なお，この規格で点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格を変更している事項である。変更の一

覧表にその説明を付けて，附属書 JA に示す。 

この規格は，JIS B 9700 でいうタイプ C 規格である。 

このタイプ C 規格の箇条がタイプ A 規格又はタイプ B 規格で規定する箇条と異なる場合には，このタ

イプ C 規格の箇条がそれらの規格の箇条より優先して適用する。 

関連する機械類及び対象とする危険源並びに危険状態及び危険事象の範囲は，この規格の適用範囲に示

す。 

 

製品はその目的又は機能に適するように設計する必要があり，製造業者が予見する条件の下で使用され

たとき，人に危険を及ぼすことがなく通常の使用，調整及び点検整備ができなければならない。 

製品を適正に設計し，全ての具体的な安全要求事項を満足するために，製造業者は自社の製品に内在す

る危険源を同定し，リスクアセスメントを実施しなければならない。その上で，製造業者はリスクアセス

メントの結果を考慮して，製品を設計し製造する段階でリスク低減措置を施さなければならない。 

リスクアセスメント及びリスク低減措置の狙いは，製品の予見し得る全耐用期間にわたって事故のリス

クを取り除くことである。全耐用期間には，製品使用時だけでなく，製造時，使用中の分解及び組立て時，

解体時，予見できる異常な状況その他，事故のリスクが発生し得る全ての期間及び事象が含まれる。 

最適なリスク低減措置を選択するに当たって，製造業者は次に示す原則を次の順序で適用しなければな

らない。 

ステップ 1 ：本質的安全設計方策 

設計によってできる限り危険源を取り除く又は減らす。 

ステップ 2 ：安全防護及び／又は付加保護方策 

設計によって取り除くことのできないリスクについて，ガード及び／又は保護装置を使

用した保護方策を講じる。 

ステップ 3 ：使用上の情報 

保護方策を講じた後に残るリスク（残留リスク）についても，全て，文章，標識などの


